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議案第８４号 

小田原市個人情報の保護に関する法律施行条例 

 ［制定理由］ 

   個人情報の保護に関する法律が一部改正され、同法による制度が地方公共団体の

機関に対し直接適用されることとなることに伴い、これまでの小田原市個人情報保

護条例の運用を踏まえ、同法の施行に関し必要な事項を定めるため制定する。 

 ［内  容］ 

  １ 保有個人情報の開示 

   (1) 開示決定等の期限（第３条関係） 

     保有個人情報の開示決定等の期限は、開示請求があった日から１５日以内

（法定期限は、３０日以内）とすることとする。 

   (2) 開示請求に係る費用負担（第４条関係） 

    ア 写しの交付に係る実費の負担 

      写しの交付により保有個人情報の開示を受ける場合には、開示請求者は、

当該写しの作成に要する費用を負担することとする。 

    イ 減額又は免除 

      市長は、経済的困難その他特別の理由があると認めるときは、特定個人情 

報の写しの交付に係る費用を減額し、又は免除することができることとする。 

  ２ 保有個人情報の訂正請求及び利用停止請求の手続（第５条～第７条関係） 

    保有個人情報の訂正請求及び利用停止請求は、開示を受けた保有個人情報以外

の自己を本人とする保有個人情報についても、行うことができることとする。 

  ３ 運用状況の公表（第８条関係） 

    市長は、毎年度、個人情報の保護に関する制度に係る運用状況を公表すること

とする。 

  ４ 小田原市個人情報保護条例の廃止（附則第２条関係） 

    小田原市個人情報保護条例（以下「旧条例」という。）を廃止することとする。 

  ５ 経過措置 

   (1) 旧条例の手続等に関する経過措置（附則第３条関係） 

     ４による旧条例の廃止に伴う開示請求等及び審査請求に関する経過措置を定

めることとする。 
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   (2) 罰則に関する経過措置（附則第４条関係） 

     この条例の施行後における旧条例による保有個人情報の提供等に係る罰則の

経過措置を定めることとする。 

  ６ 関係条例の整備（附則第５条～第７条関係） 

    次の条例について、この条例の制定に伴う所要の規定の整備を行うこととする。 

   (1) 小田原市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（第６条及び第

９条関係） 

   (2) 小田原市手数料条例（第２４条関係） 

   (3) 小田原市重度障害者医療費助成条例（第１１条関係） 

 ［適  用］ 

   令和 ５ 年 ４ 月 １ 日 
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議案第８５号 

小田原市個人情報保護審査会条例 

 ［制定理由］ 

個人情報の保護に関する法律に基づき保有個人情報の開示決定等に係る審査請求

の調査審議等を行う附属機関として小田原市個人情報保護審査会を設置するため制

定する。 

 ［内  容］ 

１ 設置（第２条関係） 

次に掲げる事務を行うため、小田原市個人情報保護審査会（以下「審査会」と

いう。）を置くこととする。 

(1) 個人情報の開示決定等、訂正決定等、利用停止決定等又は開示請求、訂正請

求若しくは利用停止請求に係る不作為についての審査請求につき、実施機関の

諮問に応じて調査審議し、その結果を報告すること。 

(2) 個人情報の保護に関する制度の改善その他の重要事項につき市長の諮問に応

じて調査審議し、その結果を報告し、及び必要と認める事項について意見を具

申すること。 

２ 組織（第３条関係） 

審査会は、委員５人以内をもって組織することとする。また、審査会の委員は、

個人情報の保護に関する制度及び地方自治に関し学識経験を有する者のうちから

市長が委嘱することとし、その任期は、２年とすることとする。 

３ 会長（第４条関係） 

審査会に会長を置き、委員の互選により定めることとするほか、会長の権限に

ついて定めることとする。 

４ 会議（第５条関係） 

審査会の会議は、会長が招集し、委員の２分の１以上の出席により成立するこ

ととする。また、議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の

決するところによることとする。 

５ 審査会の調査権限（第７条関係） 

審査会は、必要があると認めるときは、諮問実施機関に対し、保有個人情報の

提示を求めることができることとするほか、審査会の調査権限について定めるこ
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ととする。 

６ 提出資料の写しの送付等（第８条関係） 

審査会は、５による諮問実施機関に求めた資料の提出又は審査請求人等から主

張書面若しくは資料の提出があったときは、これらの主張書面又は資料の写しを

当該主張書面又は資料を提出した審査請求人等以外の審査請求人等に送付するも

のとし、これに当たり、当該主張書面又は資料を提出した審査請求人等の意見を

聴かなければならないこととする。 

７ 秘密の保持（第９条関係） 

委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならないこととし、その職を退いた

後も、同様とすることとする。 

８ 庶務（第１０条関係） 

審査会の事務は、市長が定める職員が処理することとする。 

９ 罰則（第１２条関係） 

７に違反して秘密を漏らした者は、１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に

処することとする。 

１０ 経過措置（附則第２条関係） 

この条例の施行後における旧小田原市個人情報保護条例による審査請求の手続

に係る経過措置を定めることとする。 

１１ 小田原市附属機関設置条例の一部改正（附則第３条関係） 

１による小田原市個人情報保護審査会の設置に伴い、これまでの小田原市個人

情報保護運営審議会及び小田原市個人情報保護審査会を廃止することとする。

（別表関係） 

［適  用］ 

令和 ５ 年 ４ 月 １ 日 
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議案第８６号 

地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

 ［制定理由］ 

 地方公務員法が一部改正され、国家公務員の定年の段階的な引上げ等に応じた地

方公務員に係る定年制度の整備が行われることに伴い、本市職員の定年の引上げ等

に関し整備が必要となる小田原市職員の定年等に関する条例ほか１２件の条例を一

括して改正する等のため制定する。 

 ［内  容］ 

  １ 小田原市職員の定年等に関する条例の一部改正（整備条例第１条関係） 

   (1) 定年制度 

    ア 定年の引上げ（第３条関係） 

      職員の定年は、６５歳（現行は、医師以外の職員は６０歳、医師は６５ 

     歳）とすることとする。 

    イ 定年の引上げに関する経過措置（附則第３項及び第４項関係） 

      アによる定年の引上げは、令和５年４月１日から令和１３年４月１日まで

の間、次のとおり段階的に行うこととする。 

期     間 定  年 

令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで ６１歳 

令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで ６２歳 

令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで ６３歳 

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで ６４歳 

令和１３年４月１日以降 ６５歳 

   (2) 管理監督職勤務上限年齢制 

    ア 対象となる職（第５条関係） 

 管理監督職勤務上限年齢の対象となる職は、管理職手当を支給される職 

（医師を除く。）とすることとする。 

イ 管理監督職勤務上限年齢（第６条関係） 

  管理監督職勤務上限年齢は、６０歳とすることとする。 

ウ 管理監督職勤務上限年齢に達した職員の降任等の基準（第７条関係） 
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  管理監督職勤務上限年齢に達した職員の他の職への降任等を行うに当たっ

ては、次の基準を遵守しなければならないこととする。 

 (ｱ) 職員の人事評価の結果又は勤務の状況及び職務経験等に基づき、標準職

務遂行能力及び適性を有すると認められる職に降任等をすること。 

 (ｲ) 人事の計画その他の事情を考慮した上で、できる限り上位の職制上の段

階に属する職に、降任等をすること。 

 (ｳ) やむを得ないと認められる場合を除き、上位職職員の降任等をした職が

属する職制上の段階と同じ段階又は下位の段階に属する職に、降任等をす

ること。 

エ 管理監督職勤務上限年齢による降任等及び管理監督職への任用の制限の特

例 

 (ｱ) 管理監督職からの降任等の異動期間の延長（第８条関係） 

   他の職への降任等をすべき管理監督職を占める職員について、次の事由

がある場合には、当該職員が占める管理監督職に係る異動期間（管理監督

職勤務上限年齢に達した日の翌日から同日以後における最初の４月１日ま

での期間をいう。以下同じ。）の末日から１年以内で当該異動期間を延長

し（延長は、最長３年間）、引き続き当該管理監督職として勤務させるこ

とができることとする。 

  ａ 当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要とするものであるため、

欠員を容易に補充することができず公務の運営に著しい支障が生ずるこ

と。 

  ｂ 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に特殊性があるため、欠員

を容易に補充することができず公務の運営に著しい支障が生ずること。 

  ｃ 当該職務を担当する者の交替が業務の遂行上重大な障害となる特別の

事情があるため、公務の運営に著しい支障が生ずること。 

 (ｲ) 特定管理監督職群における降任等の異動期間の延長（第８条関係） 

   他の職への降任等をすべき特定管理監督職群に属する管理監督職を占め

る職員について、当該特定管理監督職群に属する管理監督職に係る標準職 

務遂行能力及び適性を有する職員が必要数に満たない等の事情があるため、

欠員を容易に補充することができず業務の遂行に重大な障害が生ずる場合 
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には、当該職員の異動期間の末日から１年以内で当該異動期間を延長し 

（再延長可）、引き続き特定管理監督職群に属する管理監督職として勤務 

させること等ができることとする。 

 (ｳ) 異動期間の延長等に係る職員の同意（第９条関係） 

   異動期間を延長する場合等においては、あらかじめ職員の同意を得なけ

ればならないこととする。 

 (ｴ) 異動期間の延長事由が消滅した場合の措置（第１０条関係） 

   異動期間を延長した場合において、当該異動期間の末日の到来前に延長 

の事由が消滅したときは、当該職員の他の職への降任等をすることとする。 

   (3) 定年前再任用短時間勤務制（第１１条関係） 

     任命権者は、６０歳に達した日以後に退職をした者（任期付職員、非常勤職

員等を除く。）を従前の勤務実績等に基づく選考により、定年退職日相当日ま

での間、短時間勤務の職に採用することができることとする。 

  ２ 小田原市職員の給与に関する条例の一部改正（整備条例第９条関係） 

   (1) 特定日以後の昇給の基準（第５条関係） 

     ６０歳に達した日後における最初の４月１日（以下「特定日」という。）以

後の期間に係る昇給は、勤務評定に係る期間の全部を極めて良好な成績で勤務

した場合に２号給昇給することを標準として規則で定める基準に従い決定する

こととする。 

   (2) 特定日以後の職員の給料月額等 

    ア 特定日以後の職員の給料月額（附則第４項及び第５項関係） 

      当分の間、特定日以後の職員（異動期間を延長された職員等を除く。）の

給料月額は、当該職員が受ける号給に応じた額に１００分の７０を乗じて得

た額とすることとする。 

    イ 他の職への降任等をされた職員に係る特定日以後の給料月額（附則第６項

～第１０項関係） 

      他の職への降任等をされた職員に対しては、アにより当該職員が受ける給

料月額のほか、特定日にアにより当該職員が受ける給料月額と他の職への降

任等をされた日の前日に当該職員が受けていた給料月額に１００分の７０を

乗じて得た額との差額に相当する額を給料として支給する等、必要な規定の
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整備を行うこととする。 

   (3) 地方公務員法の一部改正に伴う規定の整備（第５条の２、第１０条、第１３

条、第１９条、第２０条、第２０条の２及び第３０条関係） 

      従来の再任用制から定年前再任用短時間勤務制に移行することに伴う規定の

整備を行うこととする。 

  ３ 小田原市職員の退職手当に関する条例の一部改正（整備条例第１０条関係） 

   (1) 応募認定退職に係る退職手当の基本額（第３条～第５条、第５条の３、第６

条の３及び第７条関係） 

     (2)による定年前に退職する意思を有する職員の募集に応じ、任命権者の認 

定を受けて退職した者に係る退職手当の基本額は、定年退職者等に準じて算定

する等、必要な規定の整備を行うこととする。 

   (2) 応募認定退職の募集等（第８条の２関係） 

     任命権者は、定年前に退職する意思を有する職員について、次に掲げる募集

を行うことができることとするとともに、当該募集に係る手続、認定その他必

要な事項を定めることとする。 

    ア 職員の年齢別構成の適正化を目的とし、定年から２０年を減じた年齢以上

の年齢である職員を対象として行う募集 

    イ 職制の改廃の円滑な実施を目的とし、当該職制に属する職員を対象として

行う募集 

   (3) ６０歳以上の退職者の退職手当の基本額に係る経過措置（附則第７項～第９

項関係） 

     当分の間、６０歳に達した日以後その者の非違によることなく退職した者 

    （一定期間勤続した者に限る。）に係る退職手当の基本額は、定年退職者等に

準じて算出することとする。 

   (4) 特定日以後の給料月額の退職手当に係る特例（附則第１０項関係） 

     ２(2)アによる特定日以後の職員の給料月額の改定は、退職手当の基本額の 

算出における給与の減額改定には、該当しないこととする。 

   (5) 定年前早期退職者に対する退職手当の基本額に係る特例（附則第１１項～第

１５項関係） 

     当分の間、定年前早期退職者に対する退職手当の基本額については、原則と
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して６０歳と退職年齢との差の年数に応じた給料月額の割増率とすることとす

る。 

   (6) 地方公務員法の一部改正に伴う規定の整備（第２条、第１４条、第１５条及

び第１７条関係） 

     従来の再任用制から定年前再任用短時間勤務制に移行することに伴う規定の

整備を行うこととする。 

  ４ 関係条例の整備 

    (1) 地方公務員法の一部改正等に伴う規定の整備（整備条例第２条～第８条、第

１１条及び第１２条関係） 

      次の条例について、地方公務員法の一部改正等に伴う所要の規定の整備を行

うこととする。 

     ア 小田原市職員の降給の事由及び手続に関する条例（第３条、第４条並びに

附則第２項及び第３項関係） 

     イ 小田原市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（第２条関係） 

     ウ 小田原市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（第３条関係） 

     エ 小田原市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（第２条～第４条、第１３

条及び第２０条関係） 

     オ 小田原市職員の育児休業等に関する条例（第２条、第１０条、第１５条、

第１６条、第２３条～第２６条並びに附則第３項及び第４項関係） 

     カ 小田原市職員の退職管理に関する条例（第２条関係） 

     キ 小田原市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（第３条関係） 

          ク 小田原市職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例（附則第 

１１項及び第１２項関係） 

     ケ 小田原市病院事業企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（第２条、

第２５条及び第２６条関係） 

   (2) 小田原市職員の再任用に関する条例の廃止（整備条例第１３条関係） 

     小田原市職員の再任用に関する条例を廃止することとする。 

  ５ 暫定再任用制（整備条例附則第３条～第７条及び第１５条関係） 

   (1) 暫定再任用職員 

     任命権者は、施行日前に定年退職した者、１(1)イにより段階的に引き上げ 
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られる定年により退職した者等（以下「対象退職者」という。）のうち、６５

歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間（以下「特定年齢到達年度の末

日」という。）にある者であって、その者を採用しようとする常時勤務を要す

る職に係る定年に達しているものを従前の勤務実績等に基づく選考により、１

年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用することが

できることとする。 

   (2) 暫定再任用短時間勤務職員 

     任命権者は、対象退職者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者

であって、その者を採用しようとする短時間勤務の職に係る定年相当年齢に達

しているものを従前の勤務実績等に基づく選考により、１年を超えない範囲内

で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができることとする。 

 ［適  用］ 

   令和 ５ 年 ４ 月 １ 日 
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議案第８７号 

小田原市議会議員及び小田原市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一

部を改正する条例 

 ［改正理由］ 

   公職選挙法施行令が一部改正され、国会議員の選挙における選挙運動用自動車の

使用等に係る公費負担の限度額が引き上げられたことに伴い、市議会議員及び市長

の選挙における選挙運動の公費負担についてこれに準じた措置を講ずるため改正す

る。 

 ［内  容］ 

  １ 選挙運動用自動車の使用の公費負担限度額の引上げ（第４条関係） 

    一般乗用旅客自動車運送事業者との運送契約以外の契約における選挙運動用自

動車の使用の公費負担限度額を次のように引き上げることとする。 

（１日につき） 

区 分 改  正  後 改  正  前 

自動車の借入れ契約の場合 １６，１００円 １５，８００円 

自動車の燃料の供給契約の場合  ７，７００円  ７，５６０円 

  ２ 選挙運動用ビラの作成の公費負担限度額の引上げ（第６条及び第８条関係） 

    選挙運動用ビラの作成の公費負担限度額を次のように引き上げることとする。 

  （１枚につき） 

改  正  後 改  正  前 

７円７３銭 ７円５１銭 

３ 選挙運動用ポスターの作成の公費負担限度額の引上げ（第９条関係） 

    選挙運動用ポスターの作成の公費負担限度額を次のように引き上げることとす

る。 

区 分 改  正  後 改  正  前 

算出基礎額（ポスター掲示場１ 

箇所当たり） 
 ５４１円３１銭   ５２５円６銭 

加算額 ３１６，２５０円 ３１０，５００円 

 ［適  用］ 
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   公布の日以後その期日を告示される選挙について適用 
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議案第８８号 

小田原市職員定数条例の一部を改正する条例 

［改正理由］ 

消防職員等に係る必要な人員数の確保を図る観点から、人事交流、研修等により

派遣されている職員を定数に算入しないこととするため改正する。 

［内  容］ 

規則で定める期間以上の期間派遣されている職員は、職員の定数に算入しないこ

ととする。（第２条関係） 

［適  用］ 

令和 ５ 年 ４ 月 １ 日 
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議案第８９号 

小田原市手数料条例の一部を改正する条例 

［改正理由］ 

   建築物に係るエネルギーの使用の合理化の一層の促進その他の建築物の低炭素化

の促進のために誘導すべき基準が一部改正され、都市の低炭素化の促進に関する法

律に基づく低炭素建築物新築等計画の共同住宅等に係る認定基準が見直されたこと

に伴い、その審査手数料について所要の措置を講ずるため改正する。 

［内  容］ 

  １ 共同住宅等に係る単位住戸ごとの低炭素建築物新築等計画の認定制度の廃止に

伴う措置（第２０条関係） 

共同住宅等の単位住戸に係る低炭素建築物新築等計画の認定基準が廃止され、

共同住宅等に係る認定基準は、住宅部分全体を対象とするものに見直されたこと

に伴い、単位住戸の認定（既に認定されている低炭素建築物新築等計画の変更の

認定を除く。）に係る審査手数料の規定を削除することとする。 

  ２ その他 

    １に伴う規定の整備を行うこととする。 

［適  用］ 

公布の日 
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議案第９０号 

小田原市久野霊園条例の一部を改正する条例 

 ［改正理由］ 

久野霊園に新たに合葬式墓地を設置することとし、その設置、管理等に関し必要

な事項を定めるため改正する。 

 ［内  容］ 

  １ 墳墓の種類（第３条関係） 

久野霊園の墳墓の種類は、区画墓地及び合葬式墓地とすることとする。 

２ 合葬式墓地の使用に関する事項 

(1) 埋蔵することができる焼骨（第１３条関係） 

合葬式墓地に埋蔵することができる焼骨は、次のとおりとすることとする。 

ア 使用許可の申請の際、申請者が現に有している焼骨 

イ 使用許可の申請者が死亡した際の焼骨 

(2) 焼骨の埋蔵場所（第１４条関係） 

合葬式墓地においては、使用許可日から２０年間は納骨室に、２０年を経過

した後は合祀
し

室に焼骨を埋蔵することとする。 

(3) 焼骨の容器の規格（第１５条関係） 

合葬式墓地に埋蔵する焼骨の容器は、規則で定める規格に適合するものでな

ければならないこととする。 

(4) 焼骨の返還（第１６条関係） 

合葬式墓地に埋蔵された焼骨は、次の場合を除き、返還しないこととする。 

ア 納骨室に埋蔵されている期間内に使用者等から返還を求められた場合 

イ 使用許可を取り消された場合 

(5) 使用料及び管理料（第１７条及び別表関係） 

合葬式墓地の使用許可を受けた者は、使用許可を受けた際に次の使用料及び

管理料を納付しなければならないこととする。 

単 位 使  用  料 管  理  料 

１ 体 ６０，０００円 １０，０００円 

   (6) その他（第１８条～第２０条関係） 
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管理料の減免又は徴収猶予、使用料等の不還付、使用許可の取消し等合葬式

墓地の使用、管理等に関し必要な事項を定めることとする。 

３ 合葬式墓地の使用許可の対象に関する経過措置（附則第２項関係） 

この条例の施行の日から起算して３年間は、合葬式墓地に係る使用許可は、区

画墓地から合葬式墓地に使用する墳墓を変更する場合に限り、行うものとするこ

ととする。 

４ その他 

    合葬式墓地の設置に伴う規定の整備を行うこととする。 

［適  用］ 

   令和 ５ 年 ４ 月 １ 日 
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議案第９１号 

指定管理者の指定について 

 

小田原市鴨宮ケアセンターの指定管理者の選定について 

１ 施設の概要  

(1) 施 設 名  小田原市鴨宮ケアセンター 

(2) 所 在 地  小田原市南鴨宮二丁目２７番１９号 

(3) 開設年月日  平成８年５月１日 

(4) 設 置 目 的  居宅において援護を要する高齢者に対し、居宅介護支援及び通所

による各種サービスを提供することにより、高齢者の居宅介護生活

を支援する。 

２ 指定管理者が行う業務 

(1）居宅において援護を要する高齢者に対する、入浴、食事、機能訓練等デイサービ 

ス（通所介護）の提供に関すること。 

(2）施設及び付属設備の維持管理に関すること。 

３ 指定期間 

令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

４ 選定までの経過 
 

第１回指定候補者選定委員会開催 

（募集方法及び内容の確認） 
令和４年９月２８日 

募集要項配布 令和４年９月２９日～１０月１８日 

説明会及び現地見学会 

（希望者なしのため未開催） 
令和４年１０月７日 

質問受付期間 令和４年１０月７日～１０月１８日 

申請受付期間 令和４年１０月２０日～１０月３１日 

第２回指定候補者選定委員会開催 

（申請団体のプレゼンテーション、質

疑応答、採点及び選定） 

令和４年１１月８日 

  

５ 申請状況 
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団体名 所在地 主な事業内容 

社会福祉法人小田原

福祉会 
小田原市穴部３７７番地 

特別養護老人ホーム、短期入所 

生活介護、通所介護、訪問介護等 
 

６ 審査・協議の概要 

小田原市福祉施設指定候補者選定委員会により、申請団体の審査及び協議を行った。 

(1) 小田原市福祉施設指定候補者選定委員会の構成 
 

区  分 氏    名 役 職 等 

委 員 長 中津川 英 二 小田原市福祉健康部長 

委  員 川 口 孝 典 小田原市福祉健康部副部長 

委  員 鈴 木 美 帆 税理士 

委  員 岡 田   健 小田原市民生委員児童委員協議会会長 

委  員 林   良 英 
社会福祉法人小田原市社会福祉協議会常務

理事 
 

(2) 審査・協議結果 

事業計画書等の申請書類、プレゼンテーション及び質疑応答の内容を基に、各委

員が審査基準に従って申請団体を採点した。詳細は、次のとおりである。 

  社会福祉法人小田原福祉会 
 

№ 審査項目 配点 得点 

１ 提供するサービスの向上について ５０ ４２ 

２ 施設等の維持管理や利用者に対する配慮について ５０ ４２ 

３ 安定した運営を行うための人員及び財政基盤について ５０ ４４ 

４ 鴨宮ケアセンターの特性について ５０ ４２ 

５ 
その他公の施設の設置目的を達成するために必要と認

める事項 
５０ ３８ 

（合計） ２５０ ２０８ 
 

この結果、小田原市福祉施設指定候補者選定委員会としては、社会福祉法人小田

原福祉会が指定候補者として適切であるとの結論に至った。 

なお、次の内容を、要望事項として付した。 
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ア 当期活動増減差額など、令和３年度の財務経営状況を示す各種指標はいずれ

も問題ないが、事業撤退の影響により落ち込んだサービス活動増減差額の改善

を図られたい。 

７ 指定候補者 

小田原市福祉施設指定候補者選定委員会における審査及び協議を踏まえ、次の団体

を指定候補者として選定した。 

(1) 団 体 名  社会福祉法人小田原福祉会 

(2) 代 表 者 名  理事長 時田 佳代子 

(3) 所 在 地  小田原市穴部３７７番地 
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議案第９２号 

指定管理者の指定について 

 

小田原城天守閣及び小田原城常盤木門並びに小田原城歴史見聞館の指定管理 

者の選定について 

１ 施設の概要  

(1) 施 設 名  小田原城天守閣   

所 在 地  小田原市城内６番１号 

  開 設 年 月  昭和３５年５月 

   設 置 目 的  本市の観光の振興と歴史・文化教養の向上を図るため 

(2) 施 設 名  小田原城常盤木門    

所 在 地  小田原市城内６番１号  

   開 設 年 月  昭和４６年４月 

設 置 目 的  本市の観光の振興と歴史・文化教養の向上を図るため 

(3) 施 設 名  小田原城歴史見聞館 

所 在 地  小田原市城内３番７１号 

   開 設 年 月  平成１０年４月 

設 置 目 的  市民の小田原城への関心を高めるとともに、本市の観光の振興に 

寄与するため 

２ 指定管理者が行う業務 

(1) 施設の使用許可に関すること。 

(2) 施設の維持管理に関すること。 

(3) 施設における事業の実施に関すること。 

(4) その他市長が必要と認める業務 

３ 指定期間 

令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

４ 選定の方法 

  公募せずに、次の団体と協議をした。 
 

団体名 所在地 設立目的（主な事業内容） 
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一般社団法人小田原

市観光協会 

小田原市荻窪３５０番

地の１ 

小田原市の自然、歴史・文化、産業

など恵まれた地域資源を生かして

観光振興を図り、その魅力を広く内

外に発信することにより交流人口

を拡大し、地域経済の活性化に寄与

することを目的としている。 
   

 【公募しない理由】 

(1) 当該団体は、上記設立目的を主な事業内容として設立された団体であり、こ

れまでのソフト事業の実績や関係団体との連携から、天守閣等の魅力を効果的

に発信できるとともに、交流人口の拡大、地域経済の活性化にまでつなげるこ

とができる唯一の団体である。 

(2) 小田原城という国指定史跡の一部管理を任すことのできる信頼のある団体

であり、行政との協働（役割分担や連携）による運営を行うに当たり最もふさ

わしいパートナーである。 

(3) 受託者の経営努力による利益（当初予算以上の収益）を企業利益とせずに、

観光振興に再投資できる唯一の団体である。 

(4) 北條五代祭りをはじめ数多くのイベント事業を主催・後援しており、そうし

た現行の事業が小田原城の管理・運営を任せた場合に最大限の相乗効果を生む

ことができる。     

以上のことから、指定候補者は非公募とした。 

５ 選定までの経過 
 

選定予定団体との協議 令和４年７月２４日まで 

第１回指定候補者選定委員会開催 

（募集方法及び内容の確認） 
令和４年７月２５日 

第２回指定候補者選定委員会開催 

（対象団体のプレゼンテーション、質

疑応答、採点及び選定） 

令和４年１０月１４日 

 

６ 審査・協議の概要 

小田原城天守閣等指定候補者選定委員会により、対象団体の審査及び協議を行った。 
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(1) 小田原城天守閣等指定候補者選定委員会の構成 
 

区  分 氏   名 役 職 等 

委 員 長 田 尾 誠 敏 東海大学文学部歴史学科非常勤講師 

委  員 浅 倉 直 美 駒澤大学文学部歴史学科准教授 

委  員 鈴 木 美 帆 税理士 

委  員 渡 辺 光 男 小田原市自治会総連合理事 

委  員 武 井 好 博 小田原市経済部長 

委  員 遠 藤 孝 枝 小田原市観光・美食のまちづくり担当部長 
 

(2) 審査・協議結果 

事業計画書等の申請書類、プレゼンテーション及び質疑応答の内容を基に、各  

委員が審査基準に従って対象団体を採点した。詳細は、次のとおりである。 

一般社団法人小田原市観光協会 
 

№ 審査項目 配点 得点 

１ 
施設の設置目的の達成や関係法令等の遵守及び規程の適切

な管理 
９０ ７６ 

２ 安定した管理の履行に必要な人員及び財政基盤 １２０ ９７ 

３ 
事業計画の取組の効果を最大限に発揮できる施設の管理運

営能力 
９０ ７９ 

４ 施設利用等の促進を目的としたプロモーション能力 ９０ ６９ 

５ 利用者の平等な利用の確保及びサービスの向上 ９０ ６４ 

６ 社会貢献や地域貢献の取組 １２０ １００ 

 （合計） ６００ ４８５ 
 

この結果、小田原城天守閣等指定候補者選定委員会としては、一般社団法人小田

原市観光協会が指定候補者として適切であるとの結論に至った。 

なお、次の内容を、要望事項として付した。 

ア アフターコロナの中でも管理施設の特性を生かし、提案内容の着実な実施に

努めること。 

イ 来訪者の歴史や文化の知識向上にも配慮した施設運営やプロモーションを行
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うこと。 

ウ 安定した施設運営を行うため、指定候補者の財務状況の一層の健全化に努め

ること。 

エ 小田原城に関連した魅力あるミュージアムグッズなどの開発を積極的に行い、

小田原城への関心を高め誘客を図ること。 

オ 市外からの集客増を図るとともに、市民には小田原城に来場してもらい更に

理解を深めてもらえるような施策を講じること。 

７ 指定候補者 

小田原城天守閣等指定候補者選定委員会における審査及び協議を踏まえ、次の団体

を指定候補者として選定した。 

(1) 団 体 名  一般社団法人小田原市観光協会 

(2) 代 表 者 名  会長 外郎 藤右衛門 

(3) 所 在 地  小田原市荻窪３５０番地の１ 
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議案第９３号 

市道路線の認定及び廃止について 

 

１ 認定する路線 
 

整理 

番号 
路 線 名 

起    点 幅 員 

ｍ 

延 長 

ｍ 
摘 要 

終    点 

１ ２６９５ 
久 野 字 下 馬 下 ７ ０ 番 １ 地 先 10.0 

～12.0 
168.9 位置図１ 

久 野 字 下 馬 下 ６ ６ 番 ５ 地 先 

２ ２６９６ 
久 野 字 下 馬 下 ６ ６ 番 １ 地 先 2.7 

～6.0 
186.3 位置図１ 

久 野 字 下 馬 下 ３ ３ 番 １ 地 先 

３ ４８７４ 
中 新 田 字 水 口 １ ２ 番 ５ 地 先 

4.5 53.9 位置図２ 
中 新 田 字 水 口 １ ２ 番 ９ 地 先 

４ ４８７５ 
南 鴨 宮 一 丁 目 １ ９ ９ 番 ５ 地 先 

4.5 46.3 位置図３ 
南鴨宮一丁目１９９番１１地先 

５ ４８７６ 
成田字諏訪脇２２１番１５地先 

4.5 59.8 位置図４ 
成田字諏訪脇２２１番１１地先 

６ ４８７７ 
小八幡一丁目６７４番１２地先 

5.0 85.6 位置図５ 
小 八 幡 一 丁 目 ６ ７ ４ 番 ６ 地 先 

 

２ 廃止する路線 
 

整理 

番号 
路 線 名 

起    点 幅 員 

ｍ 

延 長 

ｍ 
摘 要 

終    点 

１ ２２９１ 
久 野 字 下 馬 下 ６ ９ 番 １ 地 先 2.7 

～6.0 
298.3 位置図１ 

久 野 字 下 馬 下 ３ ３ 番 １ 地 先 
 

市 道 路 線 認 定 ・ 廃 止 調 書 
 

区分 路線数 
延   長 

摘   要 
増 減 

認 定 ６ 600.8ｍ    ｍ  

廃 止 １    ｍ 298.3ｍ  

計 ７ 600.8ｍ 298.3ｍ  
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1:2,000 

位置図１ 

凡例 

認定する路線 

廃止する路線 

2695 

2291

 

2696

 

県
道 

号
（
小
田
原
山
北
） 

74 

山王川 

小田原市立病院 

小田原市役所 

Ｎ 
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1:1,500 

位置図２ 

凡例 

認定する路線 

4874 

ＪＲ 

東海道 

新幹線 

神奈川県内広域水道企業団 

飯泉取水管理事務所 

 

 

Ｎ 



 

- 27 - 

 

1:1,500 

位置図３ 

凡例 

認定する路線 

4875 

神奈川県立 

西湘スポーツセンター 

 

 

Ｎ 
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1:1,500 

位置図４ 

凡例 

認定する路線 

4876 

県道 717号（沼田国府津） 成田南交差点 

 

 

Ｎ 
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１:1,500 

位置図５ 

凡例 

認定する路線 

4877 

小八幡川 

県営小八幡団地 

 

 

Ｎ 
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議案第９４号 

町の区域を越えた町道路線の認定に係る承諾について 

 

１ 承諾する路線 
 

整理 

番号 
路 線 名 

起    点 
幅 員 

ｍ 

延 長 

ｍ 
摘 要 

終    点 

１ 

二 宮 町 道 

川 匂 

１ １ 号 線 

二宮町川匂字城山６番２地先 
4.19 

～6.76 
200.6 

位置図 
二宮町川匂字城山２８番１地先 

うち 

小田原市分 

小田原市羽根尾字押切１番６ 
0.51 

～6.48 
65.2 

小田原市羽根尾字押切１番７ 
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位置図 

1:1,500 

凡例 

小田原市域分 

二宮町域分 
 

 

二宮町 
小田原市 

二宮町道川匂１１号線 

 



 

- 32 - 

議案第９５号  

工事請負契約の締結について  

 

工 事 概 要 
 

工 事 名 旧小田原市民会館解体撤去工事 

工 事 箇 所 小田原市本町一丁目５番１２号 

施 設 概 要 

１ 本館棟 

構  造：鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造） 

階  数：地上６階、地下１階 

建築面積：９５６．６５㎡ 

延べ面積：５，２４４．７１㎡ 

２ ホール棟 

構  造：鉄筋コンクリート造 

（一部鉄骨鉄筋コンクリート造及び鉄骨造） 

階  数：地上３階、地下１階 

建築面積：１，０５９．６８㎡ 

延べ面積：３，４６９．４４㎡ 

３ 受水槽 

構  造：補強コンクリートブロック造 

階  数：地上１階 

建築面積：１０．００㎡ 

延べ面積：１０．００㎡ 

４ 元小田原警察署本町交番 

構  造：補強コンクリートブロック造 

階  数：地上２階 

建築面積：１７．５１㎡ 

延べ面積：３５．０２㎡ 

工  事  概  要 

上屋解体工事（本館棟、ホール棟、受水槽及び元小田原警察署

本町交番） 

外構解体工事 
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位置図 

 

 

配置図 

 

 

工事箇所： 

旧小田原市民会館  

 

小田原駅  

 

国道 1 号  
小田原  

城址公園  

ホール棟  

 

本館棟  

 

元小田原警察署本町交番  

 

受水槽  

 

国道１号  
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南立面図 

 

 

北立面図 

 

 

東立面図 

 

 

西立面図 

 

 

本館棟 

 

 

本館棟 

 

 

本館棟 

 

 

ホール棟 

 

 

ホール棟 

 

 

本館棟 

 

 

ホール棟 

 

 

ホール棟 
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入 札 調 書           
 

件  名 ： 旧小田原市民会館解体撤去工事 

開札日時 ： 令和４年１０月２４日 午前１０時００分 

 

入 札 者 名 第１回入札 第２回入札 摘  要 

司 建 設 株 式 会 社 683,679,600   

株 式 会 社 奥 津 建 材 683,679,600  落  札 

有 限 会 社 ア ク ア 683,679,600   

大 伸 建 設 株 式 会 社 683,679,600   

山 源 建 設 株 式 会 社 683,679,600   

瀬 戸 建 設 ・ 加 藤 建 設 

特 定 建 設 工 事 共 同 企 業 体 
683,900,400   

松 浦 建 設 株 式 会 社 683,955,600   

株 式 会 社 秋 山 組 －  辞  退 

 

 

契約金額（税込み）752,047,560 円 

予定価格（税込み）817,443,000 円 

予定価格（税抜き）743,130,000 円 

 

入札書記載金額の１０％に相当する額を加算した金額が契約金額である。 

※同価入札のため、くじ引きにより決定。 

 



 


